
































































































































































































































































































神奈川大学心理・教育研究論集　第 43 号（2018 年 3 月 9日）
【資料2】1998年　教育課程審議会答申
教育課程審議会答申の主な内容
・「情報」の必修　　　　　　　　選択必要
・選択履修の拡大
（必修 小限，選択 大限）
・道徳教育の改善実施
・授業は基礎的内容に厳選，
　学校の創意，工夫に期待
（ゆとりとスリム化）
教育内容　3割削減　総合学習創設
・中，高一貫教育の制度化に向けて
・総合的な学習の時間（総合学習）
　小三以上小中高必修
　専門高校，課題研究代替可
（必修なら，今でも原則は必修だが）
・クラブ活動の廃止。
　特別活動の見直し，精通
・週2時間削減（年間70単位時間）小中高
・国際化，情報化への更なる対応
・卒業に必要な 低単位数の削減
　80から→74単位に
・必修教科　科目合計単
　38 ～ 35→31単位に
・必修科目は保健体育のみ　他は選択必修
・商業の必修単位　30から→25単位に
・商業の科目構成　21から17科目に
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